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The purpose of this paper is to clarify the details of assessment formula for Business Improvement District (BID) intended to 

promote a local economy and community. All BIDs in New York City set the levy on property owners, while some BIDs in 

Seattle City require the levy on business owners. The calculation of the individual levy is based on the square footage of a lot, 

an assessed property value, a lot size, a building floor area, or gross retail sales. Some BIDs calculate it by using multiple 

assessment factors. In addition, the types of assessment formula depend on the neighborhood characteristics, and the levy of 

BIDs in a central area or business area tends to be calculated by an assessed value, a building floor area, or a lot size. On the 

hand, BIDs in a commercial area or residential area often use the square footage of a lot. The burden level based on the square 

footage of a commercial area’s BID in New York City is slightly higher than others; however, there is no significant difference 

in the burden levels of BID among other areas. 
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1. 背景と目的 

 米国では、清掃、警備、マーケティングなどのエリアマネジメ

ント活動を展開するBusiness Improvement District（以下、「BID」

とする）が1,000地区以上で設立されている 1)。全米で最多とな

る 75 の BID を有するニューヨーク市では、BID に対する市補

助金は収入の2%に過ぎず、74%が不動産所有者からの負担金に

よって占められている 2)。この負担金の算定には、課税評価額、

建物延床面積、敷地面積、建物又は敷地の接道距離（間口）など

の様々な指標に基づいて設定されており、建物用途、所有者属

性、地区内の位置なども細かく考慮されている。しかし、こうし

た負担金算定方法の実態を調査した文献は少なく、Schwartz et 

al.(2007) がニューヨーク市内のBIDを対象に負担金算定で利用

されている指標の内訳を言及しているが(1)、算定方法の詳細は明

らかにされていない 3)。 

そこで本調査では、同一自治体内で複数の負担金算定方法が

収集可能であったニューヨーク市及びシアトル市を対象として、

BID 設立に関する資料を収集・整理することで、負担金算定手

順及び方針、負担主体、負担金算定式、負担水準などを明らかに

することを目的とする。 

 

2. BID設立手引書における負担金算定の検討手順 

ニューヨーク市及びシアトル市では、BID の設立を支援する

ために手引書や市に対する提出書類の雛形を提供している。本

章では、これらの資料を参考に負担金算定の検討手順及び方針

を整理する。 

 

2-1 ニューヨーク市 

ニューヨーク市では、中小事業者の振興を所管するスモール

ビジネスサービス局が BID 設立手引書 4)や各種作成書類の雛形

を作成している。BID 設立手引書では、負担金を算定するにあ

たって、エリアマネジメント活動の取組内容や必要経費を精査

した上でBID年間予算額を作成し、その金額を活動する地区内

の不動産所有者又は事業者で分担することが検討手順として明

記されている。BID設立計画書雛形 5)では、負担主体を商業不動

産（オフィス、店舗、ホテル、倉庫、工場、駐車場など）の所有

者として、負担金算定式が次式のとおり例示されている。 

 

年間負担金=係数1 ×敷地接道距離+係数2 ×課税評価額  

係数1は「50%× BID年間予算額/地区内敷地接道距離の合計」で$23未満 

係数2は「50%× BID年間予算額/地区内課税評価額の合計」で$0.0024未満 

 

この算定式では、敷地の接道距離に係数 1 を乗じた金額と課

税評価額に係数 2 を乗じた金額の合計を年間負担金として設定

している。接道距離に乗じる係数1はBID年間予算額の50%を

地区内の敷地接道距離の合計値で除した値で$23未満とし、課税

評価額に乗じる係数2はBID年間予算額の50%を地区内の課税

評価額の合計値で除した値で$0.0024未満と定義している。これ

は年間予算額の半分は敷地接道距離に応じて配分し、残りの半

分は課税評価額に応じて配分することを意図していると理解で

きる。一方、居住用の不動産所有者は負担主体とはなっておら

ず、エリアマネジメント活動への支持を示すために年間$1を課

税敷地単位で支払うことが明記されている。なお、商業不動産

と住宅など複数の用途で構成される建物の場合は、用途別床面

積の割合で負担金を案分計算することとしており、政府や非営

利団体が保有又は賃借する不動産は負担金を免除している。 

さらに手引書では、負担金算定式に用いる指標別に相応しい

市街地像を示しており、接道距離はエリアマネジメント活動が

一階の小売店や飲食店に最も便益を受ける地区、延床面積は複

合用途で構成される高容積率の地区、課税評価額は再開発など

で市街地の変化が大きく見込まれる地区としている。 

 

2-2 シアトル市 

シアトル市では、地域経済の振興を所管する経済開発課が

BID設立手引書 6)を作成している(2)。BID設立手引書では、負担
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金算定方法として事業に基づく評価と不動産に基づく評価を示

しており、何れの手法にも長短があるとしている。手引書では、

事業者はエリアマネジメント活動による便益を直接享受する主

体であり、不動産所有者よりも日常的に活動内容を確認や関与

できる点が優れているとしている。一方、不動産所有者はエリ

アマネジメント活動によるテナントの売上高増加などを通して、

より高い賃料を得ることができる間接的な受益主体であると整

理している。しかし、不動産所有者の変更頻度は少なく、不動産

登記の情報は自治体によって毎年更新されているため、事業者

よりも属性を捕捉しやすいという利点があると主張している。

一方、事業者登録は物理的な立地と一致しないことも多く、各

事業所の収支や売上税などの情報は本社で一括管理することも

多いため、受益者の特定が困難となる可能性を指摘している。 

負担金を算定するにあたって手引書では、ニューヨーク市と

同様にBIDの年間予算額を作成し、負担主体を不動産所有者か

事業者の何れにするか決定することを明記している。この決定

では、負担主体に関する情報の取得可能性、不動産の種類、事業

の種類に留意することとしている。特に負担金の算定では不動

産または事業活動に関する情報が必要となるため、BID 設立計

画書では負担主体の情報をどのように収集すべきかを具体的に

明記する必要があるとしている。手引書によれば、不動産に基

づいて負担金を算定しているBIDでは、課税評価額と敷地面積

によって計算するのが一般的であるとしている。また、建物用

途に関して異なる料率を設定するBIDも多く、戸建住宅やタウ

ンハウスなどは負担対象外としている場合が多い。一方、事業

活動に基づいて負担金を算定するBIDでは、一般的に売上高を

用いておりBIDが独自で情報を収集している場合が多いと報告

している。 

 

3. ニューヨーク市BIDにおける負担金算定方法 

 2018年 8月時点でニューヨーク市内には 75地区のBIDが存

在するが、本調査では市都市計画委員会に提出されたBID設立

に関する資料を収集することが出来た 65地区を対象とする。 

調査対象とした全てのBIDでは、負担主体を商業不動産所有

者に設定し、一部のBIDでは住宅所有者からも同水準の負担金

を徴収している。各地区の負担金算定式で用いられる指標を集

計したのが図1である。 

内訳では、接道距離に基づいて負担金を算定しているのが 22

地区34%、延床面積が14地区22%、課税評価額が8地区12%、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1 負担金算定式で用いられる指標内訳 

接道距離と課税評価額の両方を用いるのが14地区22%、その他

が 7地区 11%である。その他の 7地区には、課税評価額と延床

面積を用いるのが 3 地区、課税評価額と敷地面積を用いるのが

2地区、接道距離・課税評価額・延床面積の全てを用いるのが2

地区であったことから、接道距離、延床面積、課税評価額、延床

面積、敷地面積の 5 指標の組み合わせによって算定していると

いえる。これらの算定式を接道距離に基づく距離指標系、課税

評価額や延床面積などに基づく規模指標系、両方を組み合わせ

た混合指標系に分類すると、距離指標系が 34%、規模指標系が

42%、混合指標系が 25%となり、規模指標で負担金を算定する

地区が多い傾向にある。 

次に負担金算定式とBIDの地区特性を比較するため、平均床

単価（床面積あたりの課税評価額）や地区特性（用途別延床面積

割合）別にデータが収集出来た62地区の負担金算定式を比較し

た。図2は平均床単価と負担金算定式を比較したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 平均床単価と負担金算定式の比較 

 

 平均床単価が$300/sf以上の13地区では、1地区を除き全て規

模指標に基づいて負担金を算定している。該当地区には、Times 

Square、Grand Central、East Midtown、34th Streetなど何れも市中

心部に位置しており都心型BIDといえる。次に床単価$300/sf未

満のBIDにおける負担金算定式の傾向をみるために、地区内の

延床面積を業務（オフィス、工場、病院など）、商業（小売店、

飲食店、ホテル）、住宅で集計して割合を算出し、負担金算定式

を分布したのが図3である(3)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3 負担金算定式別の地区特性分布 
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 これをみると、業務用途の床面積割合が 50%を超えている業

務地型BIDでは規模指標を用いる傾向が強く、それ以外の商業

地型BID（商業用途の床面積割合が50%超）や住宅地型BID（住

宅用途の床面積割合が 50%超）では距離指標を用いる傾向が強

い特徴がある。 

次に 2016-2017年度のBID決算資料を用いて、負担金の水準

を地区特性別及び算定式別に整理したのが表1である。地区特 

 

表1 地区特性別及び算定式別の負担金水準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

性別にみると、商業地型は床面積あたり$0.30/sfと他よりもやや

高い水準にあるが、都心型、業務地型、住宅地型、混在地型は

$0.21~0.23/sfと同水準にある。一方、負担金算定式別にみると、

接道距離に基づく地区では接道距離あたり$36/ft、延床面積に基

づく地区では床面積あたり$0.23/sf、課税評価額に基づく地区で

は課税評価額の 0.37%となっている。これらの水準は地区特性

別に若干ばらつきがみられ、特に課税評価額を用いられる BID

は都心型が他地区よりも低い割合となっている。これは都心型

BID 内にある不動産の課税評価額が他地区よりも高額であるた

め、料率を低く設定しても負担金を十分に集めることが可能で

あるからと考えられる。そして混合指標に基づく地区では、接

道距離あたり$40/sf、延床面積あたり$0.21/sfとなっており、単独

の指標で負担金を算定している地区と同水準にある。 

次に各地区の負担金を賃料や不動産税と比較する。延床面積

に基づく地区が集中するマンハッタンにおける商業不動産の年

間賃料中央値は約$63.19/sfであることから(4)、負担金は賃料に対

して0.36%（=0.23/63.19）の水準にあるといえる(5)。一方、商業

不動産の不動産税率は 10.514%であることから、課税評価額に

基づいている地区では負担金が不動産税に対して 3.52%

（=0.37/10.514）の水準にある(6)。 

表2は地区特性別に代表的なBIDにおける負担主体、負担金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

負担金算定式

接道指標系
規模指標系

混合指標系
延床面積 課税評価額

接道距離あたり

$36/ft （20）

延床面積あたり

$0.23/sf (15)

課税評価額あたり

0.37% （11）

$40/ft （16）

$0.21/sf (16)

地
区
特
性

都心型
延床面積あたり

$0.23/sf （13） ― $0.23/sf (10) 0.27% （2）
$49/ft （1）

$0.11/sf (1)

業務地型 $0.23/sf （10） ― $0.25/sf (3) 0.41% （7） ―

商業地型 $0.30/sf （19） $37/ft （13） $0.20/sf (1) 0.35% (1)
$26/ft （4）

$0.24/sf (4)

住宅地型 $0.21/sf （13） $35/ft （7） ― 0.38% （1）
$43/ft （5）

$0.18/sf (5)

混在地型 $0.23/sf （7） ― $0.28/sf (1) ―
$40/ft （6）

$0.23/sf (6)

注）カッコ内は地区数、混合指標の上段は接道距離あたり、下段は延床面積あたりの負担金である

表2 ニューヨーク市における代表的なBIDの負担金算定方法 

地区名称 負担主体 負担金算定式 現在の負担水準 負担金総額 床単価

都心型ＢＩＤ

Grand Central, MN
商業不動産所有者、

住宅所有者
規模
指標

$0.1×延床面積 延床あたり$0.18/sf $12,709,372 $386

Times Square, MN
商業不動産所有者
（空地、駐車場含）

規模
指標

$0.0023×課税評価額
住宅は$1/区画

評価額あたり0.17%
延床あたり$0.34/sf

$12,638,972 $379

SoHo Broadway , MN
商業不動産所有者
（空地、駐車場含）

混合
指標

$250＋接道係数※×接道距離
＋課税係数※×課税評価額

距離あたり$49/ft
延床あたり$0.11/sf

$550,000 $391

業務地型ＢＩＤ

Hudson Square, MN
商業不動産所有者

（駐車場含）
規模
指標

$0.19×延床面積
住宅・空地は$1/区画

延床あたり$0.29/sf $2,500,000 $247

Metro Tech, BK
商業不動産所有者、

住宅所有者
規模
指標

$0.355×延床面積 （北エリア）
$0.0023×課税評価額 （南エリア）

評価額あたり0.30%
延床あたり$0.64/sf

$3,864,049 $190

Long Island City , QN 商業不動産所有者
混合
指標

$0.103×敷地面積＋$0.0018
×課税評価額、住宅は$1/区画

延床あたり$0.13/sf $492,470 $164

商業地型ＢＩＤ

Atlantic Av enue, BK
商業不動産所有者
（空地、駐車場含）

距離
指標

$20×接道距離
住宅は$1/区画、空地は上記の50%

距離あたり$14/ft
延床あたり$0.11/sf

$240,000 $231

Pitkin Av enue, BK
商業不動産所有者、

住宅所有者
距離
指標

$20×接道距離
住宅・空地は$1×接道距離

距離あたり$17/ft
延床あたり$0.19/sf

$225,000 $109

Park Slope, BK
商業不動産所有者
（空地、駐車場含）

混合
指標

$9×接道距離＋$0.08×延床面積＋
$0.002×課税評価額、住宅は$1/区画

距離あたり$11/ft
延床あたり$0.12/sf

$300,000 $252

住宅地型ＢＩＤ

Columbus Av enue, MN
商業不動産所有者
（空地、駐車場含）

距離
指標

$32.25×接道距離
住宅は$1/区画

距離あたり$46/ft
延床あたり$0.13/sf

$240,000 $223

Columbus-Amsterdam, 

MN
商業不動産所有者、

住宅所有者
距離
指標

$22×接道距離
住宅は$2.2×接道距離

距離あたり$31/ft
延床あたり$0.12/sf

$350,000 $141

Court-Liv ingston-

Schermerhorn, BK
商業不動産所有者
（空地、駐車場含）

混合
指標

$23×接道距離＋$0.0024×課税評価額、
住宅は$1/区画

距離あたり$32/ft
延床あたり$0.19/sf

$907,900 $137

混在地型ＢＩＤ

Sunny side Shines, QN
商業不動産所有者
（空地、駐車場含）

混合
指標

$23×接道距離＋$0.007×課税評価額、
住宅は$1/区画

距離あたり$20/ft
延床あたり$0.34/sf

$360,000 $177

※接道係数＝（（BID予算額－基本負担金合計額）×40％）/（ﾌﾞﾛｰﾄﾞｳｪｲ接道距離＋一般道接道距離×40％）、
課税係数＝（（BID予算額－基本負担金合計額）×60％）/（課税額合計）
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算定式、負担水準などを示したものである(7)。何れの地区も政府

や非営利法人が保有又は賃借する物件は負担主体から除外して

いるが、一部地区では住宅にも商業不動産と同水準の負担金を

課している。例えば、Grand Centralはグランドセントラル駅周辺

の清掃、警備、ホームレス対策、観光案内、公共空間改善などを

目的として1985年に創設された。設立時は地区内に2棟の分譲

住宅に数百名しか居住していなかったため、商業不動産のみな

らず住宅も含めて負担金の対象とされた。一方、清掃、警備、観

光振興を目的として1992年に設立されたTimes Squareでは、地

区内に既に数千名が居住しており、複数の劇場がシアター街区

に隣接する住宅地にも存在したため、それらの劇場を含めて地

区指定を行うために住宅に対する負担金は$1/区画と決定された。

このように住宅所有者を負担主体とするか否かはBIDの設立目

的や地区特性によって大きく異なっている。 

 こうした個別要因は、負担金算定式の選択にも影響を与えて

いる。前述のように都心型BIDは1地区を除き全て延床面積又

は課税評価額によって負担金が算定されているが、2014年に設

立されたSoHo Broadwayは接道距離と課税評価額の両方を用い

ている。都心型BIDは就業者や居住者のみならず、多くの来街

者が訪れる地区であるが、その中でも当地区は高級ブランドシ

ョップが軒を連ねる市内屈指の商業集積地である。しかし他の

都心型BIDとは異なり指定容積率が500%と低いために5～6階

建の中層建築物が集積している。そのため、1～2階は店舗とし

て利用されているが、3階以上は主に住宅やオフィスとして利用

されている。そのため、清掃、警備、イベント・プロモーション

などのエリアマネジメント活動の便益の多くは路面店舗が享受

するものと判断されたため、課税評価額のみならず接道距離も

算定式に組み入れていると考えられる。 

都心型 BID と同じく規模指標に基づく地区が多い業務地型

BID は、高容積率が指定されている地区に多く、エリアマネジ

メント活動の目的も清掃や警備といった基本的な活動に特化す

る場合が多いため、課税評価額や延床面積で負担金を算定する  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地区が多い。しかし、副都心として再開発が進行中のLong Island 

City では、再開発が進んでいない低未利用地にも相応の負担を

課すために敷地面積を考慮して負担金を算定している。 

一方、商業地型BIDは地域の拠点となる大規模な商店街を中

心とした地区に多く、設立目的も商業振興であることから、エ

リアマネジメント活動の便益を最も享受する路面店舗を意識し

て接道距離を負担金算定に用いることが多い。しかし、Park Slope

では地区内に大規模なスーパーマーケットやドラッグストアな

どが立地しているため、接道距離のみならず延床面積や課税評

価額も考慮している。そして住宅地型BIDは、住宅地内の小規

模な商店街を中心とした地区に多く、設立目的も商業振興のみ

ならず住環境の保全も目指している。そのため、商業不動産の

接道距離を負担金算定の基本とする地区が多いなかで

Columbus-Amsterdamのように住宅も一部負担金を負担する地区

もある。このように各地区ではエリアマネジメント活動の目的

と地区特性に応じて負担主体や負担金算定式はある程度共通し

ているが、一部の地区では個別要因を踏まえた対応をしている。 

 

4. シアトル市BIDにおける負担金算定方法 

 2018年 8月時点でシアトル市内には 10地区のBIDが存在す

る。本調査では、全地区を対象に市議会に提出されたBID設立

に関する資料から負担金算定方法を整理する。全地区の負担金

算定方法を整理したものが表 3 である。これをみると、負担主

体は不動産所有者とするのが 7地区、事業者とするのが 3地区

であった。負担金算定式で用いる指標は、敷地面積と課税評価

額の両方を用いるのが 3地区、売上高を用いるのが 3地区、課

税評価額のみを用いるのが 2 地区、延床面積のみを用いるのが

2地区であった。このうち売上高に基づく地区は、2地区が小売

店や飲食店などの売上高に基づいて算定している。残りの 1 地

区は、観光振興に特化した Tourism Improvement Area であり

Metropolitan Improvement Area、Pioneer Square、Chinatown/IDなど

のダウンタウンに存在するBIDと重複して指定されており、ホ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表3 シアトル市BIDにおける負担金算定方法 

 特性 地区名称 負担主体 負担金算定式 負担金総額

業
務
地
型

Metropolitan 

Improv ement Area
商業不動産所有者、

住宅所有者
混合
指標

$0.32×敷地面積+$0.00037×課税評価額 $5,400,000

Pioneer Square
商業不動産所有者
（空地、駐車場含）

規模
指標

$0.20×延床面積
倉庫・工場は$0.02×延床面積、駐車場は$30/台

$200,000

SODO
商業不動産所有者、

住宅所有者
規模
指標

$0.0005×課税評価額 $500,000

Univ ersity  District
商業不動産所有者、

住宅所有者
規模
指標

$0.00025×（課税評価額＋（鑑定評価額-課税評価額）×25%） $145,000

Columbia City
商業不動産・
住宅所有者

混合
指標

$0.042×敷地面積＋$0.0002×鑑定評価額 $53,000

住
宅
地
型

Capitol Hill 事業者
売上高
指標

事業者 $0.00125×売上高
金融機関、大学は$1,250

$130,000

West Seattle Junction 事業者
売上高
指標

小売事業者 $0.003025×売上高 （その他事業者 $0.001513）
金融機関$4,114、自動車販売$2,057、駐車場$115.5/台

$263,000

混
合
地
型

Ballard
商業不動産所有者、

住宅所有者
混合
指標

$0.12×敷地面積＋$0.00052×鑑定評価額
住宅は年間$90を上限

$400,000

Chinatown/ID
商業不動産所有者、

住宅所有者
規模
指標

店舗は$0.13×延床面積 （2階以上は$0.066）
駐車場は$6.55/台、住宅は$7.86/戸、ホテルは$26.2/室

$190,000

そ
の
他

Tourism Improv ement 

Area
60室以上を有する
ホテル事業者

売上高
指標

$2/室
（稼働室、営業用、30日以上長期滞在は除く）

$5,000,000
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テルの稼働客室に基づいて負担金を算定する仕組みとなってい

る。負担金は全てシアトル市の観光振興団体である Visit Seattle

の活動資金に充当され、地域の観光業の発展に資する活動に活

用されている。負担金総額はシアトル市中心部にある

Metropolitan Improvement Areaと同規模であり、極めて大規模な

BIDである。こうした観光振興に特化したBIDはワシントン州

以外に、オレゴン州、カリフォルニア州、モンタナ州、サウスダ

コタ州などにおいて156地区存在する 7)。 

次に地区特性別に負担金算定式の傾向をみると、ニューヨー

ク市と同様に業務地型BIDでは、敷地面積、延床面積、課税評

価額といった規模指標を用いる傾向は共通しているが、住宅地

型で距離指標を用いられる地区は存在しないなど異なる点もあ

る。各地区の負担水準は、負担対象となる不動産の延床面積や

直近の負担金総額に関する情報が収集出来なかったため明らか

に出来なかったが、課税評価額の基づく 2 地区では課税評価額

に対して 0.025～0.05%の水準であることから、ニューヨーク市

と比較しても低い水準にあることが類推される。 

 

5. まとめ 

 本調査では、ニューヨーク市及びシアトル市におけるBIDの

負担金算定方法を収集・整理することで、負担金算定の手順及

び方針、負担主体、負担金算定式、負担水準などを分析した。 

両市ではBID設立のための手引書を作成しており、BID年間

予算額を作成した上でエリアマネジメント活動の受益者である

不動産所有者や事業者に分担する手順を採用している。これは、

それぞれのエリアマネジメント活動の取組内容の必要性を関係

者間で十分に議論したうえで費用を精査し、それを受益者で応

分に負担するという考えに基づいたものと考える。 

ニューヨーク市では調査対象とした全てのBIDにおいて不動

産所有者が負担主体となっていたが、シアトル市のBIDの一部

では事業者が負担主体となっていた。これはBIDの設立目的や

事業者情報の収集可能性が大きく影響しているとみられる。ま

た何れのBIDも政府や非営利法人が保有又は賃借する物件は負

担主体から除外されているが、一部のBIDでは住宅にも商業不

動産と同水準の負担金を課している。 

両市における負担金の算定には、接道距離、課税評価額、延床

面積、敷地面積、売上高が用いられており、複数の指標を組み合

わせて算定式を構成するBIDも多い。また地区特性によって用

いる指標は異なっており、都心型BIDや業務地型BIDは規模指

標に基づくものが多く、商業地型BIDや住宅地型BIDは距離指

標に基づくものが多い傾向がある。 

 ニューヨーク市における負担金の水準は、延床面積でみると

商業地型BIDがやや高い傾向にあるが、他の地区特性では大き

な差がみられない。また算定式別にみても地区特性間で多少ば

らつきはあるものの大きな差は見られなかった。一部のBIDで

は、設立計画書において他のBIDと比較して負担水準が同程度

であることを設定根拠の一つとしているものもあり、それほど

大きな差異が生じないものと考えられる。延床面積と課税評価

額に基づく地区の負担水準は、賃料に対して 0.36%、不動産税に

対して3.52%の水準にある。 

 2018年6月の地域再生法の改正によって、我が国でもエリア

マネジメント活動に必要な資金を徴収する地域再生エリアマネ

ジメント負担金制度が創設された。負担金の設定にあたっては、

本調査で明らかにした両都市の事例のように、エリアマネジメ

ント活動の取組内容や費用を十分に精査した上で負担主体を特

定し、地区特性や負担主体の属性に対応した負担金算定式を設

定することが求められるだろう。さらに既存の固定資産税や都

市計画税、不動産賃料や地価と比較して負担金が適切な水準に

あるかもあわせて確認することが重要である。 

 

【注釈】 

(1) 参考文献3)では、ニューヨーク市のBIDは36%が接道距離、25.5%が

延床面積、13%が課税評価額、25.5%が課税評価額と接道距離又は延

床面積を組み合わせて負担金を算定していると指摘している。 

(2) シアトル市では、エリアマネジメント活動をワシントン州法第35.87

Ａ章Parking and Business Improvement Areasの略称としてBIAという

文言を使用しているが、本調査では他都市でも広く活用されている

BIDを用いる。 

(3) 用途別延床面積は全米最大の不動産データベースであるCoStar Group, 

Inc.を利用して整理した。 

(4) CoStar Group, Inc.によると、2017年末のマンハッタンの59丁目以南

における商業不動産の賃料中央値は$63.19/sfである。 

(5) 負担金は延床面積、賃料は契約面積あたりの数値であるため、両者を

比較するには面積区分を共通する必要がある。米国の契約面積は、テ

ナントの専有面積にロスファクター（共用部の面積割合）を考慮する

のが一般的であり、専有面積÷（1－ロスファクター）で算出され

る。ニューヨーク市では業界団体によってロスファクターを27％に

することが慣例となっている。しかし、この水準は一部の建物におけ

る共用部の面積割合よりも大きく、契約面積が延床面積（専有面積と

共有面積の合計）を上回る場合がある。そのため本調査では、契約面

積を延床面積と同等と仮定して負担金と賃料中央値を単純比較した。 

(6) 商業不動産の課税評価額は、市が算定した市場価値（Market value）

の約4割に相当することから、市場価値と比較した場合の負担金は

0.15%（=0.37×0.4）の水準に相当するといえる。 

(7) 負担金算定式における係数の数値変更は、市都市計画委員会及び市議

会の議決を必要とせず、さらにインフレ率によって変動する地区もあ

るため、現時点での係数とは異なる可能性がある。そのため延床面積

に基づく地区では算定方法の係数と負担水準が一部異なっている。 
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